
 

地域保健対策検討会 中間報告（概要版） 

 

我が国の地域保健対策は、地域保健法等に基づき推進されてきたが、国内

外の地域保健に関する新たな潮流に即して、地域保健の基盤をゆるぎないも

のとし、住民の健康と安全を確保するため、健康危機管理対策や生活習慣病

対策を担えるだけの体制や制度の整備が必要となってきている。 

当検討会では、地域保健の向上に関する事項のうち、地域における健康危

機管理のあり方及び今後の地域保健計画のあり方の２点について優先的に検

討し、中間報告を取りまとめた。 
 

１ 保健所を中心とした地域における健康危機管理体制の構築 

○ 健康危機に対しては、公衆衛生の専門家が、現場における「最初の対処者」

となる。健康危機が発生した場合、その初動を担うのは、専門技術職員が

配置されており、地域保健の第一線機関である保健所が最も適している。 
○ 保健所における健康危機管理においては、重大健康危機や医療安全への対

応の強化充実が望まれるとともに、今後新たに対応すべき課題として、初

動時に原因の特定ができない健康危機の事例への対応、生物テロ等、虐待、

公衆衛生上問題のあると考えられる死体の死因調査、災害時の対策が挙げ

られる。 
○ 保健所は地域における健康危機管理体制の拠点として、地方衛生研究所は

技術的・専門的支援機関として、それぞれ位置付けを明確にし、有事のみ

ならず平時及び事後の対応を十分に行えるように機能の強化を図るとと

もに、今後は、これまで以上に健康危機管理を、業務の核とするべきであ

る。 

 

２ 今後の地域保健計画 

○ 地域保健計画は、都道府県が健康危機管理への対応や各種の健康課題への

優先度を明確にしたあるべき方向性を総合的に記載し、法律上の位置付け

も明確化された計画として策定することが必要であり、明示された優先度

に応じて健康課題に対する資源配分の方針を示すことが地域保健計画の

役割である。 

○ また、地域における健康危機管理体制の確保と、地域保健に関する基盤整

備について、公が担うべき公衆衛生上の役割を明らかにしつつ、記載すべ

きである。 

○ 以上を整理すると、地域保健計画の含むべき内容は、おおむね次のとおり

である。 

① 健康危機管理計画 

② 生活習慣病対策その他の地域保健対策（関係計画に基づき記載） 

③ 地域における健康課題の優先度に応じた資源配分の方針 

④ 基盤整備（人材の育成・確保、保健所等の施設・設備、調査・研究等） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

保健所における健康危機への対応の概要

対 象 分 野 
 

 

○原因不明健康危機 ○感染症 ○医薬品医療機器等安全 
・ 感染症発生時の初動対応等、必要措置 ・ 副作用被害、毒物劇物被害等 

 
○災害有事・重大健康危機 

○結 核 ○食品安全 ・ 生物テロ、SARS、新型インフルエンザ 等
・ 多剤耐性結核菌対応等 ・ 食中毒、医薬品（未承認薬も含む）成分を

含むいわゆる健康食品等 
・ 地震、台風、津波、火山噴火 等 

 ○精神保健医療 ○医療安全 
○飲料水安全 

・ 措置入院に関する対応、心のケア等 ・ 医療機関での有害事象の早期察知、判断 
・ 有機ヒ素化合物による汚染等 

等

○生活環境安全 ○児童虐待 ○介護等安全 
・ 原子力災害（臨界事故）、環境汚染等 ・ 身体的虐待、精神的虐待、ネグレクト等 ・ 施設内感染、高齢者虐待 等 

○有事対応（緊急時業務） ○事後対応 ○平時対応（日常業務） 
 ①緊急行政介入の判断  ・事後対応の評価 ①情報収集・分析： 
 ②連絡調整： 

 ・対応体制の再構築  ・感染症発生動向調査 
 ・情報の一元管理・分析・提供  ・健康危険情報の収集・整理・分析 

 ・追跡調査 
 ・経過記録  ・過去の事例の集積 

 ・健康相談窓口  ・専門相談窓口  ・相談窓口（保健所通報電話の設置） 
 ・ＰＴＳＤ対策  ③原因究明：  ・公衆衛生上問題のあると考えられる死体の死因調査

 ・積極的疫学調査   ②非常時に備えた体制整備： 
 ・情報の収集・分析・評価  ・計画・対応マニュアルの整備 
 ④具体的対策：  ・模擬的な訓練の実施 
 ・被害拡大の防止  ・人材確保及び資質向上・機器等整備 
 ・安全の確保  ・関係機関とのネットワーク整備 
 ・医療提供体制の確保（心のケアを含む） ③予防教育・指導・監督： 

 ・予防教育活動、監視、指導、監督 



 

地域保健計画に関する概要 

基本的な考え方 計画策定の枠組み 

都道府県◇ 公衆衛生の新たな潮流に即した体制及び制度の整備 

国の施策への反映 

◇ 地域の自主性・裁量性の尊重（地域特性の反映） 
◇到達目標と評価の導入による実効性のある事業展開 

基本指針の策定 

事 後 評 価  

地域保健に関する現状把握 
（過剰死亡、地域格差、健康弱者の問題等） 

財政支援等、基本指針及び参考となる指標、
分析手法の提示 

優先的に取り組むべき課題の抽出 計画の位置付け 

都 道 府 県 の 役 割 到達目標、施策、期限等の明示 

実施主体が都道府県 
である施策分野 
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広域調整・評価 計画策定・実施・評価 
具体的な行動計画及び体制の確立 

である施策分野 

福
祉
等
の
既
存
計
画 

調
整 

感
染
症
等
の
既
存
計
画

・母子保健 地域保健計画 
・老人保健 

・健康危機管理計画 
・健康増進 ・生活習慣病対策その他の地域保

健対策（関係計画に基づき記載）・ その他   

国 (精神保健等) ・地域における健康課題への資源

配分の方針 
・ 基盤整備（人材の育成・確保、

保健所等の施設・設備、調査・

研究等）     

政策評価の実施

 


